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Abstract
France plays an important role as a center of high culture, classic and modern arts in the world. According 
to JNTO （Japan National Tourism Organization） reported, France was ranked as the first tourist in the world 
with 74 million foreign tourists in 2009, the Second was America /2009 year 54,9 million people）. Most 
Japanese visited France as tourist with art interesting, especially the music and concert. However, there is lit-
tle published information on the brief introduction to the French public policy on music. Currently, more re-
searcher have gradually increasing their study focusing on the abundant cultural France. In order to give 
more information about France culture for the cultural policy in modern Japan, My study aim is to set out 
significant elements on culture which has been such an important feature of modern French intellectual life. 
My primary focuses on the music field of France, especially the public policy of “Musiques Actuelles” which 
include its background, history, and development.
序
経済力が世界の状況を左右する昨今ではあるが，フランスは芸術文化大国としての地位を確立してい
る．このことは例えば，観光などでフランスを訪れると，安価で観られるパリ・オペラ座公演や全国に
400 校近くある公立の音楽専門学校の体系などから芸術文化大国を想起させられる．外国人観光客の受
け入れ数が世界第 1 位（7403 万人／ 2009 年）で，続くアメリカ（5488 万人／ 2009 年）を大きく引き離し
ていることからも理解される 1）．こうした背景から，わが国でもフランスの観光案内に関する情報は多
数あり，音楽に関していえば，コンサート情報などを事前に把握してから旅行に出かける例も少なくな
い．一方で，フランスが持つ豊富な文化芸術資源は，どのように支えられているのか，また政府はどの
ような方針であるのか，といった文化政策については最近になって漸く研究成果も蓄積されてきたとこ
ろである．筆者は，フランスの文化政策のなかでもとくに音楽分野に焦点を当て，同国の音楽政策とし
て研究を行っている2）．
フランスの音楽政策は，文化政策全体の方針が反映されており，それを具体的に示すものとしても興
味深い．1960 年代後半に文化省に音楽係が設置されて以降，本格的に音楽政策が開始され，いまでは様々
な施策が講じられている．本稿ではそのようななかでも特に「現在の音楽（musiques actuelles）」と呼ばれ
る分野に対する政策に注目し，これらに対する政策が開始されてから現在に至るまでの過程を明らかに
し，その背景となる事柄について検討する．フランスの例を検討することで，わが国の音楽政策の在り
方についても示唆を得ることができるものと考えられる．
P125-134.indd   125 2011/12/21   13:12:29
（永島）
－ 126 －
1．ジャック・ラング文化大臣とモーリス・フルーレ音楽部長
1981 年にミッテラン大統領率いる左派政権が誕生すると，その文化大臣ジャック・ラング（Jack 
LANG）は「文化」の概念を拡大することによって，文化政策の政策対象となる分野を大いに拡張し，ま
た文化政策の成果を可視化して文化予算を倍増させ，国の政策において文化政策の存在感を高めた．
第五共和制の成立とともに文化省3）が発足して以来，文化政策は所謂「上から下へ」の性格を有してお
り，これは文化大臣の任務を定めた省令にも現れている．
1959 年 7 月 24 日　文化省の組織に関する政令（Décret n°59-889 portant organisation du ministère 
chargé des Affaires culturelles 24 juillet 1959）
第 1 条　文化大臣は，人類のそしてまずは，フランスの中心的な傑作に，できる限り多くのフラン
ス人が近づきやすいものとし，フランスの文化的遺産に最も多くの観衆を確保し，これらを豊かにす
る芸術及び精神の創造を推進することを任務とする．（第 2 条以下省略）
これは，初代文化大臣アンドレ・マルローが文学者であり，また社会背景もこのような考え方が珍し
いものではなかったと考えられる．フランス全国に「文化の家」を建設し，そこにミロのヴィーナスなど
傑作作品のレプリカを置いて，より多くの人々が傑作作品のエッセンスに触れる機会を提供するという
アイデアは，こうした「上から下へ」の文化政策を具現化したものと考えられる．
しかしながら 1968 年の五月革命に象徴的なように，次第に若者たちによる社会に対する「異議申し立
て」が行われ，社会の変革が求められるようになると，旧来の「上から下へ」の考え方では立ち行かなく
なる．そのような背景を経て誕生したのがミッテラン大統領率いる左派政権である．従って，同政権の
文化大臣となったジャック・ラングは，従前とは異なる文化政策像を提示した．
ジャック・ラングは，先ずそれまで文化政策の「文化」という語が示す内容が，その政策対象からして
「人類のそしてまずは，フランスの傑作作品」という先に見た文化大臣の任務を定めた省令にも代表され
るような高尚な芸術作品であったのに対し，概念を拡大して若者文化である漫画やポピュラー音楽も「文
化」であるとした．これにより，政策対象となる分野が拡がって文化政策の基礎となる部分が膨張した
と言える．
音楽分野においても，こうした新しい文化政策を反映して新しい音楽政策が開始された．新たな音楽
政策を担う音楽部長には，作曲家であり音楽に関する著作も多いモーリス・フルーレ（Maurice 
FLEURET）が任命された．モーリス・フルーレはジャック・ラング文化大臣が提示した「文化」の概念の
拡大化に新しい音楽政策を実行していった．
1-1．新しい音楽政策－音楽政策から社会政策へ－
モーリス・フルーレは音楽部長として着任するとすぐに，それまでの全ての音楽政策に対して検討し，
また政策内容が外部から見えるようにする可視化を急いだ．1982 年 6 月の記者会見では，新しい音楽
政策を推し進める「音楽行動（l’action musicale）課」の設置を発表した．そこでは幅広い事柄を取り扱うこ
ととし，「音楽のダイナミスムと多様な態様を証明する」4）ような部門にすると言っている．この課の設
置は，文化省の音楽部門全体に爾後その中心となる政策の問題と展望を明らかにさせるものであった．
「音楽行動課」を設置しつつ，この頃の文化省音楽部門は，音楽政策として関与する対象を拡大すること
に専心していた．それは，「文化」の概念の最も周縁部までフランスの文化政策を民主化することで，そ
の「民主化」における差異への権限は，全ての人々の平等と同等の重要性を持つという理念に立脚してい
る．モーリス・フルーレは，全ての人々に音楽活動に参加する機会を多く与え，各々が音楽的な行為を
できるようになると音楽へのアクセスの不平等を減らすことに繋がると考えていたようである．
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1-2．音楽の民主化は「社会政策」である
「音楽を民主化」するという目標の背景には，①地理的，②社会的，③音楽的な不平等の存在が指摘さ
れ，そこのことはモーリス・フルーレの新しい音楽政策を正統化するものでもある．彼はインタビュー
で「音楽の不平等が最も表れているのはフランス人が行う音楽活動で，それまでの音楽部門は各人の音
楽活動に対する支援自体が少ない上，その対象となるジャンルが殆どクラシック音楽に限られていた．
その一方で最も活動しているジャンルは，歌やジャズ，そして伝統音楽やポピュラー音楽である．」5）と
述べている．つまり，全ての音楽活動が等しく支援されるに相応しいものであると国が認知することに
よって，音楽に対する不平等を減少させることができるとの考えである．ここから，モーリス・フルー
レは自身の掲げる新しい音楽政策は「社会政策としての音楽政策」という性質を帯びるとの考えを有する
ようになったのである．音楽政策を「社会政策」として考えるというアイデアは，それまでの芸術音楽中
心の「上から下へ」の音楽政策との差異を鮮明にする効果も大きかったのではないかと考えられる．
1-3．「音楽をする」ことへの支援
政府がすべての音楽活動を等しいものとして認知することが音楽の民主化への道であるという考え方
から音楽活動，即ち「音楽をする」ことの支援が最優先事項と考えられるようになった．「音楽をする」と
は，音楽の実践であって音楽を聴くことではない．「音楽をする」ことの中には，音楽ジャンルの違いに
よるヒエラルキーも差別もなく，国が支援するのは，各人が音楽表現をできるようにする環境を整える
ことである．これについてモーリス・フルーレは，「我々は大多数の音楽を長年聞いているが，音楽を
することはできない沈黙している個人に働きかける」「音楽を聴くことでは不十分で音楽をすることを
国は支援する」と語っている．また実際に音楽をすることは，声や楽器などを通じてその振動が直に伝
わり，機械を通じて音楽を聴いても振動が伝わらず，生演奏することこそが重要であると言っている6）．
確かに音楽は，聴いて鑑賞するのと実際に歌ったり楽器を演奏したりするのでは大きく異なるし，鑑賞
する場合でも生演奏と録音を聴くのでは全く異なる．音楽の有するこうした性質に拘ることができるの
は，音楽の専門家だということも関係しているように思われる．
また各人の音楽活動を支援することは，生涯学習支援にも繋がるものとも捉えられるが，モーリス・
フルーレの着任以前に行われてきた生涯学習的側面を有するアニマシオン活動7）では不十分であるとし
ている．アニマシオン活動は，支援の行き届かないところを覆い隠してきたとして同活動に疑問を呈し
ているが，それは前任者の政策には同意したくないという心理も働いていると考えられる．
2．夏至の音楽の祭り
音楽を聴くだけでなく実践することに力を入れることを推進することが新しい音楽政策のひとつの方
針となったが，それを最も国民にアピールしたのが，現在でも毎年夏至に行われる「音楽の祭り（fête de 
la musique）」である．これは誰でも路上に繰り出して音楽演奏をして夜を明かすという全員が主人公と
して参加できるイベントであるが，まさに全ての音楽活動が等しく支援されるに相応しいものであると
国が認知するものだった．それまで音楽を聴くことはあるが，人前で演奏するようなことのなかった人々
が銘銘に好みの音楽を演奏する機会となり大成功を収めた．街には楽器を持つ多数の人々が繰り出して
好きな音楽を演奏し，なかでもとくに無数のロックグループが演奏したという8）．また音楽のプロ，ア
マチュアそして音楽ジャンルも関係なく全員が主体的に参加できるという点もモーリス・フルーレの意
思を実現するものであった．ちなみに，この「音楽の祭り（fête de la musique）」という語は，フランス語
の同じ発音で「音楽をしましょう（faites de la musique）」というようにも解釈でき，趣旨に合致した名前で
ある．
但しこの「音楽の祭り」の企画自体は，現在の第五共和制より以前からあったものである．筆者の調査
した文化省の行政資料に，1956 年に音楽支援の在り方を検討する音楽委員会において，音楽分野の活
性化を検討しており，その際に「音楽の祭り」と同じようなイベントの実施が提案されている9）．
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「音楽の祭り」に代表されるような，全ての音楽活動が等しく支援されるに相応しいものであると国が
認知するという方針によって進められた新しい音楽政策は，本論の主題である「現在の音楽」に対する政
策の原点である．以下では，「現在の音楽」分野が政策対象となるまでを見たい．
3．「現在の音楽」を取り巻く環境づくり
今日使われている「現在の音楽」という領域は，当初はまだその考え方もなかった．政権交代によって
新しい音楽政策が始まり，その方針として政府がすべての音楽を認知していることを具体的に表すもの
として，それまでは政策対象とならなかったジャンルへの関与が開始された．従前の音楽政策では，基
本的に芸術音楽のみを政策対象としていたが，モーリス・フルーレは芸術音楽に加えジャズとロックを
中心に政策対象とした．この流れが後に「現在の音楽」政策となっていくのである．
3-1．「現在の音楽」政策への歩み
音楽政策がこれまでは政策対象とならなかった分野を重視することを示すために選ばれたのが，ジャ
ズとロックである．ここで 1973 年から 1989 年にかけて文化省の調査研究部門によって行われた『フラ
ンス人の文化活動の実践に関する調査』10）を見てみたい．調査内容としては，1973 年に 2000 人，1981
年に 4000 人，1989 年に 5000 人を対象として，性別，年齢，学歴，地域などのカテゴリー別に音楽活
動の実践状況が調査されている．ここでは，年齢や性別，社会階層と鑑賞する音楽分野の相関関係を指
摘する一方で，調査対象となっていた約 15 年間は，レコードやカセットテープ，FM ラジオ放送を通
じた自宅での音楽鑑賞が拡大し，いわば「音楽ブーム」（le boom musical）であったと述べている．調査
結果は下図の通りである．
15 歳以上のフランス人のうち； 1973 年 1981 年 1988 年
音楽鑑賞機器と媒体を所有している人
・hi-fi 装置  8 29 56
・hi-fi 以外のレコードプレーヤ 53 53 31
・レコード 62 69 74
・カセットテープ 調査無し 54 69
所有する媒体の音楽分野    
・歌謡曲 61 71 72
・ロック，ポップ，フォークソング 35 49 47
・クラシック音楽 39 42 49
・ジャズ 30 30 32
・オペラ音楽 13 13 19
主にラジオを聞く人    
・歌謡曲 12 20 22
・クラシック音楽  2  2  3
レコードやカセットテープを鑑賞する頻度    
・概ね毎日  9 19 21
・1 週間に 3-4 日  6 12 11
・1 週間に 1-2 日 20 20 16
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・1 ヶ月に 1-3 日 14 12 12
・それ以下 17 12 13
・1 年以内には鑑賞していない 34 25 27
1 年以内にコンサートやショーに出掛けた音楽分野    
・ミュージックホール 11 10 10
・クラシック音楽  7  7  9
・ロック及びジャズ  7  10 13
・オペレッタ  4  3  3
・オペラ  3  2  3
『フランス人の文化活動の実践に関する調査』より，音楽鑑賞とその形態（%）
出典：O. Donnat et D. Cogneau, Les pratiques culturelles des Français 1973-1989, La découverte, 
La documentation Française, 1990, p.57, p.59. 尚，単位は %，ロック及びジャズの 1973 年及
び 1981 年における質問は，「ポピュラー音楽或いはジャズのコンサート」
この調査から，所有する媒体の音楽分野は，1974 年から 1981 年かけては，歌謡曲やロック，ポップ
音楽の伸びがみられるが，1981 年から 1989 年では，概ね横這いか寧ろ減少している．反対にクラシッ
ク音楽やオペラは，1974 年から 1981 年では概ね横這いで，1981 年から 1989 年にかけて増加している．
ジャズは調査各期を通じて横這いである．また，媒体の要らないラジオ鑑賞では，歌謡曲がクラシック
音楽に比べて圧倒的に多いことを示している．更に，コンサートや興行といった，より日時に制約され
る鑑賞形態では，クラシックが 1981 年から 1989 年にかけて約 40% の増加率である．ロック及びジャ
ズに関しては調査各期において約 40% の増加率で，1973 年から 1989 年の間では最も増加している分
野である．その他の分野は概ね横這いである．このようにフランス人の音楽活動が多様であることを数
量的に示し，クラシック音楽以外の分野を好む人が多数いることを証明して，政府はこの調査結果を新
しい音楽政策のひとつの根拠としていったのである．
これらの調査結果も踏まえて，まずジャズに対する関与が行われたが，ジャズは歴史もあり教育環境
やイベントへの助成などが行いやすいためであった．音楽学校にも少しずつジャズ専攻が設けられて
いったが，最も革新的であったのが創造に対する支援である．というのも，文化省音楽部門はジャズ分
野における創造の支援に当たって，ジャズの特性に鑑みた政府による作品の委嘱方法を採用したのであ
る．従前に作品を委嘱してきた芸術音楽分野では，作品は楽譜などに書き表すことができるが，ジャズ
は基本的に即興音楽であるためそれができない．そのため，コンサートやツアー全体を含めて発注する
ことにしたのである．実は芸術音楽の分野でも作曲家に新作作品の委嘱を行うことのみで創造の支援を
していることになるのかどうかは疑わしい面もあるように思われる．これらの点についてモーリス・フ
ルーレは，とくにジャズの場合はジャズをするという行為自体が重要であって，政府はその行為自体を
委嘱するのではなく，委嘱によってジャズができる環境を提供する必要があるとしている11）．また芸術
音楽についても，作曲家に新作作品を委嘱するのみでは不十分であることも認識しているようである．
この頃から，政府による音楽支援の新たな方法として，音楽をするための「場の支援」という考え方が
現れてくるのである．「場の支援」では，団体支援や作曲家への作品委嘱に比べて政府による内容に対す
る関与度合いが低くなる．
この「場の支援」は大きく①主に芸術音楽以外を対象としたコンサート会場設置など伝播の場の支援，
②地域で活動する音楽関連のアソシアシオン12）などの団体同士のネットワークを担う上位組織の創設の
支援，③リハーサルや録音，練習などができる場所の支援という 3 つの軸からなっている．1985 年に
なると，国立ジャズオーケストラが設立されたが，これは期間ごとにメンバー更新され地位も公務員で
はない団体で，音楽をするための「場の支援」という考え方に合致したものと言えよう．
つぎにジャズと同様に新しい政策対象となったのがロック音楽である．当時のフランスにおいてロッ
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クは社会現象とも言われたほどで，活動しているグループが多く存在し（当時の文化省は 25,000 グルー
プ程度と見込み，将来的には 35,000 グループに増加すると見込んでいる），若者文化の象徴であった．
文化省はこのことに目をつけ，ロック音楽支援を始めた．ロックの場合は練習や録音をする場があまり
確保されていなかったため，特にこのような場の支援を行った．ロックはグループ同士の情報交換も活
発で，どこが活動に適した条件を備えているかなどの情報がたちまち伝わり，政府は若者の活動も重視
しているというメッセージを広める効果が大きかったものと推測される．ロックを単なる若者による音
楽ではなく，各々の芸術表現とみなしたことで，若者の文化政策に対する印象を改善することに成功し
たのである．
ジャズとロック以外にもうひとつ新しく政策対象として重視した領域に，フランス各地の伝統音楽と
世界の音楽が挙げられる．これらは共に，上述したジャズやロックと同じ方針のもとでの支援であるも
のの，文化遺産化した音楽ではなく，現在行われている音楽という認識を広めることが重視された．ま
た伝統音楽は，それがなされる場と一体であることも重要であるため，地域で活動する小団体などへの
支援を行った．
新しい領域への音楽政策はこうして軌道に乗りはじめたが，次第にジャズやロック或いは伝統音楽や
世界の音楽に限らずより広範なジャンルに対する支援が求められるようになり，全ての音楽が音楽政策
による支援の対象となっていった．そのうち歌謡曲やヴァラエティーの分野では，出会いや情報交換，
教育機能などを有する「地域圏歌謡曲センター（centre régionaux de la chanson）」が 4 つの都市で開館した
が，現場との意思疎通が問題でうまく機能しなかった13）．
3-2．「現在の音楽」という領域
ジャズ，ロック，伝統音楽，世界の音楽，歌謡曲，ヴァラエティーなど立て続けに新しい領域に対す
る音楽政策が展開していったが，これらをまとめた呼称も用いられるようになってきた．例えば「現在
の音楽（musiques actuelles）」「アンプを使った音楽（musiques amplifiées）」「ポピュラー音楽（musiques 
populaires）」「ヴァラエティー（variétés）」など様々な形容がなされるようになったが，「どれも適切では
ないものの，他にふさわしい呼称がないためこれらを使っている」14）とも言われている．いまでは主に「現
在の音楽」と呼ばれているが，そもそも 70 年代に市町村立のホールを借りるときに，ロックやポピュラー
音楽と申告すると却下されるため，「現在の音楽」という表現をしたことが発端のようである．
また 1970 年代後半から社会教育施設「青年の家（maison des jeunes et de la culture）」において歌謡曲のコ
ンサートなどを行ったり，新しいレーベルが多く作られたり，また今日でも重要な音楽祭となっている
「プランタン・ド・ブルジュ（printemps de Bourges）」が開始されるなど，「現在の音楽」領域が盛り上が
りを見せるようになった．しかし当時はまだいかなる政府支援も得られず，「現在の音楽」に含まれるよ
うな活動は基本的にアンダーグラウンドな活動であった．
これらの後，音楽政策の対象となり易くするために関係領域の人々も使うようになったが，いずれに
しても「現在の音楽」という呼称は，その活動自体の特性を表すものではなく，ロック，ジャズ，歌謡曲，
伝統音楽，または世界の音楽などの音楽活動の総体を示すものである．確かにこれらの音楽ジャンルは
区別が難しいものもあるし，すぐに新しいジャンルも生まれるため，活動自体の特性を表すものより適
切である．要するに，西洋音楽理論に則ったクラシック音楽や新作作品など「芸術音楽（musique 
savante）」の対概念と考えればわかりやすい．芸術音楽以外の活動の総体を現すものであれば，複数のジャ
ンルに跨るような音楽や特定のジャンルでは括りきれない音楽などを含めることができる．
3-3．「現在の音楽」関係者の権利と利益の保全－著作隣接権及び音楽基金の創設
従前の音楽政策の対象とはならなかった「現在の音楽」に対する政策が始められると，これらの分野が
抱える制度的な問題が顕在化した．つまり政策の対象と考えられなかったために必要な制度的が存在せ
ず，アーティストが時に不利な条件で仕事をすることになったり，業界全体を支える機能がなかったの
である．そのため，文化大臣ジャック・ラングと音楽部門，並びに産業省をはじめとする関係省庁も加
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わって，①著作隣接権の整備（1985 年），②音楽基金の創設，③「現在の音楽」分野を活性化させるため
の方策の実施が検討された．
①著作隣接権（通称として同法を整備した文化大臣ジャック・ラングの名から「ラング法」と呼ばれる）
は，それまで著作権しか存在せず，例えばアーティストは自らが演奏した音楽が使用されても何らの権
利も得られない状態にあったため，アーティストが権利の使用料を受け取れるようにするなどの法整備
を行った．また，演奏，映像，演劇など各分野における権利関係団体の創設を支援して効率的に権利の
管理を行えるようにした．
②音楽基金については，著作隣接権の整備と併せて空白の CD などの媒体に付加される私的コピー税
を「現在の音楽」領域における創造と伝播のために使えるようにした．
③文化省と音楽業界が協力して「年間音楽大賞（Victoire de la musique）」を創設し，国民的注目を集める
ことに成功した．受賞者はメジャーアーティストとしてその後も活躍を続けている例が多く，ジョニ ・ー
アリデイ，ミレーヌ・ファルメール，パトリシア・カース，バルバラ，ジャン＝ジャック・ゴルドマン
など枚挙に暇がない．このように新しい音楽政策によって，制度改革を行うとともに政府が全ての音楽
を支援しているというメッセージが効果的に国民の目に見えるように実施されたのである．著作隣接権
の整備や「年間音楽大賞」の創設は，音楽を産業としても確立させるためのもので，ジャック・ラングの
文化政策が純粋に文化の支援のみを目的としたのではなく，文化支援による経済効果も狙っていること
が窺われる．
4．「現在の音楽」政策の展開
1989 年になると文化省音楽部門のブリュノ・リオンによって「ロックプラン（Plan rock）」が策定された．
そこでは，コンサート会場，レーベル，マネージャーの育成，プロモーション，ロック及びヴァラエティ
の領域における諮問委員会の設置，そしてアジャンス（l’Agence）と呼ばれる政府による調整機能などが
構想された．そのどれもが，「現在の音楽」領域が着実に音楽政策の対象となっていることを示すもので
ある．とくにアジャンスの役割は地方公共団体の要望と政府の音楽政策を調整するもので，例えば地方
公共団体が規模の大きなコンサート会場を設置したい場合，アジャンスは政府の条件として同市におけ
る小さな会場も支援することを提示して，それが実現できるように財政面，技術者の紹介や派遣，専門
委員会の設置など環境整備の支援を行う（但しコンサート企画など内容には関与しない）．こうして全国
の 200 以上のコンサート会場が整備された．
但し一方で，この頃より政府による支援とは裏腹にロックの音楽活動が少しずつ翳りを見せ始め，音
楽活動の流行はむしろ街中のカフェでの生演奏になりつつあった．
4-1．「公共政策とアンプ音楽国民会議」（1995年）
音楽政策の対象が拡大し，またその対象自体もロック活動の衰退に見るように変化していく中で，
1995 年にアジャンで「公共政策とアンプ音楽国民会議（Politiques publiques et de musiques amplifiées）」が開
催され，地方公共団体も議論の対象となっただけでなく自ら会議に参加した．ここでは，同領域の音楽
が 60 年代から活動してきて長年，音楽政策の対象としては無視されて続けたが，ここに漸く「正統な」
政策対象として認められたと関係者たちは認識した．会議の閉会時に文化大臣は，「アンプ音楽に関す
る場は他の文化施設に優先して国や地方公共団体に取り扱われるべきである．」と締めくくり，「現在の
音楽」領域が正統な政策対象としての位置にあることが改めて示された．
4-2．「現在の音楽」の代表連盟の組織
並行して「現在の音楽」に分類されるジャンルの各関係団体をまとめる上位の組織として各種連盟が組
織されはじめた．代表的なものを挙げると，① 1985 年に創設された伝統音楽及び舞踊の団体である
Fandt ／ 40 団体加盟，② 1990 年創設のジャズ及び現在の音楽の学校連盟である Fneijima ／ 32 校加盟，
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③ 1991 年に創設されたロック音楽の放送を行う地方ラジオ局の連盟である Ferarock ／ 28 局加盟，④
1993 年創設のジャズ及び現在の音楽のイベントを主とする団体の連盟である Afijima ／ 30 のイベント
が加盟，⑤ 1994 年創設の現在の音楽に関するコンサート会場の連盟である
Fedurok ／ 60 会場が加盟，⑥ 1996 年に創設されたジャズ及び即興音楽の舞台の連盟である FSJ ／ 26
舞台が加盟，が挙げられる．その他にもレーベルや世界の音楽の連盟などがある．
また「現在の音楽」領域全体の情報提供機関として創設された IRMA は，その組織形態はアソシアシ
オンであるが，1994 年より文化省と協定を締結しており，同省の現在的音楽に関する音楽政策と密接
な連携を有している組織である．また，大学と連携した専門的な継続教育や，短期講座・研修を提供す
るなど「現在の音楽」領域における総合的な調整機関となっている．
4-3．「現在の音楽拠点」の整備（1995）
1995 年になると，「現在の音楽」領域における具体的な対策として，地域における「現在の音楽拠点
（SMAC）」の整備が決定された．これを定めた通達では，「『現在の音楽』は，フランスにおいて多くの聴
衆，とくに若者に開かれた場を構成している．彼らの認識は今日においては要請となっている．つまり，
現在の音楽は，今後の文化政策において優先的な基軸を構成するのである．文化通信省は当該分野に対
し，創造活動・コンサート制作・普及・教育のための機能が機能し易いよう，地方公共団体及び専門団
体と密接な連携を持ちながら，他の分野と同様に関与を行う．」15）としており，具体的には地域における
活動支援やコンサートの開催などを行っている．今日でもこの施策は継続されているが，2011 年度予
算は，2010 年度比 40% 減16）となっており，今後の進捗状況が注目される施策である．
4-4．「現在の音楽」国民会議の発足
1998 年には文化省は，ジャズの専門家でスタジオも運営しているアレックス・デュティ（Alex 
Dutilh）を委員長とする「現在の音楽」国民会議（commission nationale des musiques actuelles）を諮問委員会
として設置した．この会議には数ヶ月にわたって 2週間ごとに開催され 60人以上が参加した．ラウンド・
テーブルの分類の特徴として，音楽ジャンルごとに検討したのではなく，「アマチュア活動」「民主化と
観客」「（現在の音楽の）専門職化」「キャリアの向上と管理」という小委員会を編制して，各ジャンルで
共通する問題について検討された．それぞれの小委員会には，地方公共団体の担当者，アーティスト，
コンサート会場の責任者，ジャーナリスト，レーベルの責任者などが参加し，1998 年後半に 300 頁に
わたる報告書をまとめた．報告書では，①認知（reconnaissance），②近さ（proximité），③多様性
（pluralisme），④均衡の回復（rééquilibrage）という 4 つのキーワードを提示した．その内容は次の通りで
ある．
まず①「認知」であるが，ミッテラン政権以前から若者の音楽，音楽産業の推進，及び主に移民などの
問題を抱える地域への対策という意味で「現在の音楽」領域に対する関心は寄せられていた．しかし政府
による広報活動並びに情報提供，また関連する市町村のまちづくり政策との連携もなされなかったため
に機能しなかった．従って今後は「現在の音楽」に関する総合的な業務を行う専門の部門を設置して迅速
にこれらの対策を行うことが求められた．また，「現在の音楽」に関する教育についても，同分野におけ
る教育はもとより，それまで音楽の専門教育というと芸術音楽の領域が大部分を占めていたが，a. 新た
に「現在の音楽」領域の専門課程を設置すること，b. 音楽学校校長職へ「現在の音楽」領域出身者の採用並
びに教員採用，c. 学校教育を担う国民教育省並びに青少年スポーツ省とも協働して政策を実施すること
が提案された．そのほかには，アマチュア活動支援においても，積極的に「現在の音楽」領域に関する助
言や情報提供を行うこと，また「現在の音楽」領域の作曲家の再認知とともに，DJ をアーティストとし
て認知することが求められた．
②「近さ」については，先ずパリとその他の地方の格差を縮小することが唱えられ，①「現在の音楽」に
対するアクセスの改善策としてマルチメディアやインターネットの整備及び活用，②各地域における「現
在の音楽」の拠点を設置すること，③各地域における音楽専門教育機関や，地方公共団体並びに文化省
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の地方出先機関である DRAC との連携による政策の推進，④小さな市町村では，レコード店も少ない
ため地域の音楽関係の店舗を支援するとともに，CD の価格を統一することなどが提言された．
③「多様性」（pluralisme）については，1995 年に決定されたラジオ放送におけるフランス語仕様のクォー
タ制度の推進とともに，多数あるインディペンデントレーベルの支援が求められた．
④「均衡の回復」（rééquilibrage）では，CD などを文化製品と見做して付加価値税を引き下げること，
国際社会の中で，フランスの「現在の音楽」が存在感を示せるようにすること，またそれに伴って海外に
「現在の音楽」輸出のための支所を設置することが提言された．
これらの提言の他には「現在の音楽」に関するデータも示されており興味深い．年間の「現在の音楽」の
演奏時間は（教育用は除く）2800 万時間，アーティスト 7000 人，研修 2000 講座，企画マネジメント会
社 450 社，700 レーベル，楽器製造小売店 200 店舗などのデータがあり，「現在の音楽」関連の領域が活
発な活動を伴っていると唱えている．
おわりに
フランスの音楽政策が，80 年代に新たな方向性を見出して社会政策の一部でもあると考えられて以
来，様々な施策が展開されてきた．新しい音楽政策を遂行するにあたって，それまでの A・マルロー文
化大臣やその音楽部長である M・ランドゥスキィの政策の行き詰まりが指摘されたが，翻って考えれ
ばその土台があるからこそ，変革というメッセージが強められ，今日の音楽政策が多様なものとなって
いるとも考えられる．フランスというと，芸術音楽への支援が注目されがちであるが，本稿で見てきた
ような「現在の音楽」領域に対する支援にも重点を置いており，そこには音楽支援だけではない目的も含
まれる．こうした音楽政策の在り方は，我が国の音楽政策に対しても示唆に富んでいるのではないだろ
うか．
なお本稿は，平成 23 年度科研費「若手研究 B（課題番号 22720072）」の成果の一部である．
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